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附則

昭和二十年八月、広島市及び長崎市に投下された原子爆弾という比類のない破壊兵器は、幾多の尊い生命を

一瞬にして奪ったのみならず、たとえ一命をとりとめた被爆者にも、生涯いやすことのできない傷跡と後遺症

を残し、不安の中での生活をもたらした。

このような原子爆弾の放射能に起因する健康被害に苦しむ被爆者の健康の保持及び増進並びに福祉を図る

ため、原子爆弾被爆者の医療等に関する法律及び原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律を制定し、医

療の給付、医療特別手当等の支給をはじめとする各般の施策を講じてきた。また、我らは、再びこのような惨

禍が繰り返されることがないようにとの固い決意の下、世界唯一の原子爆弾の被爆国として、核兵器の究極的

廃絶と世界の恒久平和の確立を全世界に訴え続けてきた。



ここに、被爆後五十年のときを迎えるに当たり、我らは、核兵器の究極的廃絶に向けての決意を新たにし、

原子爆弾の惨禍が繰り返されることのないよう、恒久の平和を念願するとともに、国家補償的配慮に基づき、

原子爆弾の投下の結果として生じた放射能に起因する健康被害が他の戦争被害とは異なる特殊の被害である

ことにかんがみ、高齢化の進行している被爆者に対する保健、医療及び福祉にわたる総合的な援護対策を講じ、

あわせて、国として原子爆弾による死没者の尊い犠牲を銘記するため、この法律を制定する。

第一章　総則

（被爆者）

第一条　この法律において「被爆者」とは、次の各号のいずれかに該当する者であって、被爆者援護手帳の交

付を受けたものをいう。

一　原子爆弾が投下された際当時の広島市若しくは長崎市の区域内又は政令で定めるこれらに隣接する区

域内に在った者

二　原子爆弾が投下された時から起算して政令で定める期間内に前号に規定する区域のうちで政令で定め

る区域内に在った者



三　前二号に掲げる者のほか、原子爆弾が投下された際又はその後において、身体に原子爆弾の放射能の影

響を受けるような事情の下にあった者

四　全三号に掲げる者が当該各号に規定する事由に該当した当時その者の胎児であった者

（被爆者援護手帳）

第二条　被爆者援護手帳の交付を受けようとする者は、その居住地（居住地を有しないときは、その現在地と

する。）の都道府県知事に申請しなければならない。

２　都道府県知事は、前項の規定による申請に基づいて審査し、申請者が前条各号のいずれかに該当すると認

めるときは、その者に被爆者援護手帳を交付するものとする。

３　被爆者援護手帳に関し必要な事項は、政令で定める。

第二章　援護

第一節　援護の種類

第三条　この法律による援護の種類は、次のとおりとする。

一　健康診断の実施



二　医療の給付

三　一般疾病医療費の支給

四　被爆者年金の支給

五　医療手当の支給

六　介護手当の支給

七　葬祭料の支給

八　特別給付金の支給

九　相談事業

十　居宅生活支援事業

十一　養護事業

第二節　健康管理

（健康診断）

第四条　都道府県知事は、被爆者に対し、毎年、厚生省令で定めるところにより、健康診断を行うものとする。



（健康診断に関する記録）

第五条　都道府県知事は、前条の規定により健康診断を行ったときは、健康診断に関する記録を作成し、かつ、

厚生省令で定める期間、これを保存するものとする。

（指導）

第六条　都道府県知事は、第四条の規定による健康診断の結果必要があると認めるときは、当該健康診断を受

けた者に対し、必要な指導を行うものとする。

第三節　医療

（医療の給付）

第七条　厚生大臣は、原子爆弾の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病にかかり、現に医療を要する状態にあ

る被爆者に対し、必要な医療の給付を行う。ただし、当該負傷又は疾病が原子爆弾の放射能に起因するもの

でないときは、その者の治癒能力が原子爆弾の放射能の影響を受けているため現に医療を要する状態にある

場合に限る。

２　前項に規定する医療の給付の範囲は、次のとおりとする。



一　診察

二　薬剤又は治療材料の支給

三　医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術

四　居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護

五　病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

六　移送

３　第一項に規定する医療の給付は、厚生大臣が第九条第一項の規定により指定する医療機関（以下「指定医

療機関」という。）に委託して行うものとする。

（認定）

第八条　前条第一項に規定する医療の給付を受けようとする者は、あらかじめ、当該負傷又は疾病が原子爆弾

の傷害作用に起因する旨の厚生大臣の認定を受けなければならない。

２　厚生大臣は、前項の認定を行うに当たっては、原子爆弾被爆者援護審議会の意見を聴かなければならない。

ただし、当該負傷又は疾病が原子爆弾の傷害作用に起因すること又は起因しないことが明らかであるときは、



この限りでない。

（医療機関の指定）

第九条　厚生大臣は、その開設者の同意を得て、第七条第一項に規定する医療を担当させる病院若しくは診療

所（これらに準ずるものとして政令で定めるものを含む。）又は薬局を指定する。

２　指定医療機関は、三十日以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができる。

３　指定医療機関が次条第一項の規定に違反したとき、担当医師に変更があったとき、その他指定医療機関に

第七条第一項に規定する医療を担当させるについて著しく不適当であると認められる理由があるときは、厚

生大臣は、その指定を取り消すことができる。

４　厚生大臣は、医療機関の指定又は指定の取消しを行うに当たっては、あらかじめ原子爆弾被爆者援護審議

会の意見を聴かなければならない。

（指定医療機関の義務）

第十条　指定医療機関は、厚生大臣の定めるところにより、第七条第一項に規定する医療を担当しなければな

らない。



２　指定医療機関は、第七条第一項に規定する医療を行うについて、厚生大臣の行う指導に従わなければなら

ない。

（診療方針及び診療報酬）

第十一条　指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、健康保険の診療方針及び診療報酬の例による。

２　前項に規定する診療方針又は診療報酬の例によることができないとき又はこれによることを適当としな

いときの診療方針及び診療報酬は、厚生大臣が原子爆弾被爆者援護審議会の意見を聴いて定めるところによ

る。

　（診療報酬の審査及び支払）

第十二条　厚生大臣は、指定医療機関の診療内容及び診療報酬の請求を随時審査し、かつ、指定医療機関が前

条の規定により請求することができる診療報酬の額を決定することができる。

２　指定医療機関は、厚生大臣が行う前項の規定による診療報酬の額の決定に従わなければならない。

３　厚生大臣は、第一項の規定による診療報酬の額の決定に当たっては、社会保険診療報酬支払基金法（昭和

二十三年法律第百二十九号）に定める審査委員会、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）に定



める国民健康保険診療報酬審査委員会その他政令で定める医療に関する審査機関の意見を聴かなければな

らない。

４　国は、指定医療機関に対する診療報酬の支払に関する事務を社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険団

体連合会その他厚生省令で定める者に委託することができる。

５　第一項の規定による診療報酬の額の決定については、行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）に

よる不服申立てをすることができない。

　（報告の請求及び検査）

第十三条　厚生大臣は、前条第一項の規定による審査のため必要があるときは、指定医療機関の管理者に対し

て必要な報告を求め、又は当該職員をして指定医療機関についてその管理者の同意を得て、実地に診療録そ

の他の帳簿書類を検査させることができる。

２　指定医療機関の管理者が、正当な理由がなく前項の規定による報告の求めに応ぜず、若しくは虚偽の報告

をし、又は同項の同意を拒んだときは、厚生大臣は、当該指定医療機関に対する診療報酬の支払を一時差し

止めることができる。



　（医療費の支給）

第十四条　厚生大臣は、被爆者が、緊急その他やむを得ない理由により、指定医療機関以外の者から第七条第

二項各号に掲げる医療を受けた場合において、必要があると認めるときは、同条第一項に規定する医療の給

付に代えて、医療費を支給することができる。被爆者が指定医療機関から同条第二項各号に掲げる医療を受

けた場合において、当該医療が緊急その他やむを得ない理由により同条第一項の規定によらないで行われた

ものであるときも、同様とする。

２　前項の規定により支給する医療費の額は、第十一条の規定により指定医療機関が請求することができる診

療報酬の例により算定した額とする。ただし、現に要した費用の額を超えることができない。

３　厚生大臣は、第一項の規定により医療費を支給するため必要があるときは、当該医療を行った者又はこれ

を使用する者に対し、その行った医療に関し、報告若しくは診療録若しくは帳簿書類その他の物件の提示を

命じ、又は当該職員をして質問させることができる。

　（一般疾病医療費の支給）

第十五条　厚生大臣は、被爆者が、負傷又は疾病（第七条第一項に規定する医療の給付を受けることができる



負傷又は疾病、遺伝性疾病、先天性疾病及び厚生大臣の定めるその他の負傷又は疾病を除く。）につき、都

道府県知事が次条第一項の規定により指定する医療機関（以下「被爆者一般疾病医療機関」という。）から

第七条第二項各号に掲げる医療を受け、又は緊急その他やむを得ない理由により被爆者一般疾病医療機関以

外の者からこれらの医療を受けたときは、その者に対し、当該医療に要した費用の額を限度として、一般疾

病医療費を支給することができる。ただし、その者が、当該負傷若しくは疾病にっき、健康保険法（大正十

一年法律第七十号）、船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）、国民健康保険法、国家公務員等共済組合

法（昭和三十三年法律第百二十八号。他の法律において準用し、又は例による場合を含む。）若しくは地方

公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）（以下この条において「社会保険各法」という。）、

老人保健法（昭和五十七年法律第八十号）、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償

保険法（昭和二十二年法律第五十号）、船員法（昭和二十二年法律第百号）若しくは日本体育・学校健康セ

ンター法（昭和六十年法律第九十二号）の規定により医療に関する給付を受け、若しくは受けることができ

たとき、又は当該医療が法令の規定により国若しくは地方公共団体の負担による医療に関する給付として行

われたときは、当該医療に要した費用の額から当該医療に関する給付の額を控除した額（その者が社会保険



各法による療養の給付を受け、又は受けることができたときは、当診療養の給付に関する当該社会保険各法

の規定による一部負担金に相当する額とし、当該医療が法令の規定により国又は地方公共団体の負担による

医療の現物給付として行われたときは、当該医療に関する給付について行われた実費徴収の額とする。）の

限度において支給するものとする。

２　前条第二項の規定は、前項の医療に要した費用の額の算定について準用する。

３　被爆者が被爆者一般疾病医療機関から医療を受けた場合においては、厚生大臣は、一般疾病医療費として

当該被爆者に支給すべき額の限度において、その者が当該医療に関し当該医療機関に支払うべき費用を、当

該被爆者に代わり、当該医療機関に支払うことができる。

４　前項の規定による支払があったときは、当該被爆者に対し、一般疾病医療費の支給があったものとみなす。

５　社会保険各法の規定による被保険者又は組合員である被爆者が、第一項に規定する負傷又は疾病について

被爆者一般疾病医療機関から医療を受ける場合には、当該社会保険各法の規定により当該医療機関に支払う

べき一部負担金は、当該社会保険各法の規定にかかわらず、当該医療に関し厚生大臣が第三項の規定による

支払をしない旨の決定をするまでは、支払うことを要しない。



（被爆者一般疾病医療機関）

第十六条　都道府県知事は、その開設者の同意を得て、前条第三項の規定による支払を受けることができる病

院若しくは診療所（これらに準ずるものとして政令で定めるものを含む。）又は薬局を指定する。

２　被爆者一般疾病医療機関は、三十日以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができる。

３　都道府県知事は、被爆者一般疾病医療機関に前条第三項の規定による支払を受けるについて著しく不適当

であると認められる理由があるときは、その指定を取り消すことができる。

第十七条　厚生大臣は、第十五条第三項の規定による支払をなすべき額を決定するに当たっては、社会保険診

療報酬支払基金法に定める審査委員会、国民健康保険法に定める国民健康保険診療報酬審査委員会その他政

令で定める医療に関する審査期間の意見を聴かなければならない。

２　国は、第十五条第三項の規定による支払に関する事務を社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険団体連

合会その他厚生省令で定める者に委託することができる。

（報告の請求等）

第十八条　第十三条の規定は、第十五条第三項の規定による支払のため必要がある場合に、第十四条第三項の



規定は、一般疾病医療費を支給するについて必要がある場合に、それぞれ準用する。

（一般疾病医療費の支給の制限）

第十九条　被爆者が、自己の故意の犯罪行為により、又は故意に負傷し、又は疾病にかかったときは、当該負

傷又は疾病に係る一般疾病医療費の支給は、行わない。

第二十条　被爆者が、闘争、泥酔又は著しい不行跡によって負傷し、又は疾病にかかったときは、当該負傷又

は疾病に係る一般疾病医療費の支給は、その全部又は一部を行わないことができる。被爆者が、重大な過失

により、負傷し、若しくは疾病にかかったとき、又は正当な理由がなくて療養に関する指示に従わなかった

ときも、同様とする。

第四節　被爆者年金等の支給

（被爆者年金の支給）

第二十一条　被爆者であって、次の各号のいずれかに該当するものには、被爆者年金を支給する。

一　第八条第一項の認定を受けた者（以下「第一号受給者」という。）

二　造血機能障害、肝臓機能障害その他の厚生省令で定める障害を伴う疾病（原子爆弾の放射能の影響によ



るものでないことが明らかであるものを除く。）にかかっている者（前号に該当する者を除く。以下「第

二号受給者」という。）

三　原子爆弾が投下された際爆心地からニキロメートルの区域内に在った者又はその当時その者の胎児で

あった者（第一号又は前号に該当する者を除く。以下「第三号受給者」という。）

２　被爆者年金を受ける権利の裁定は、これを受けようとする者の請求に基づいて、厚生大臣が行う。

３　被爆者年金の額は、次の各号に掲げる被爆者年金の受給者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

一　第一号受給者　六十万円（原子爆弾の放射能の影響による小頭症の患者である者（小頭症による厚生省

令で定める範囲の精神上又は身体上の障害がない者を除く。）にあっては、その額に五十五万九千二百円

を加算した額）

二　第二号受給者　三十九万九千六百円

三　第三号受給者　二十万四百円（厚生省令で定める範囲の身体上の障害（原子爆弾の傷害作用の影響によ

るものでないことが明らかであるものを除く。）がある者又は配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、子及び孫のいずれもない七十歳以上の者であっ



て、その者と同居している者がいないものにあっては、その額に十九万九千二百円を加算した額）

４　厚生大臣は、第二号受給者が第一項第一号に規定する要件に該当することとなった場合若しくは同項第二

号に規定する要件に該当しないこととなった場合において同項第三号に規定する要件に該当するとき、第三

号受給者が同項第一号若しくは第二号に規定する要件に該当することとなった場合又は第一号受給者若し

くは第三号受給者が前項第一号若しくは第三号に規定する被爆者年金の額の加算に係る要件に該当し、若し

くは該当しないこととなった場合には、職権により、又は当該被爆者年金の支給を受けている者の請求に基

づき、当該被爆者年金の額を改定する。

（被爆者年金の支給期間及び支給月）

第二十二条　被爆者年金の支給は、被爆者年金を支給すべき事由が生じた日の属する月の翌月から始め、権利

が消滅した日の属する月で終わる。

２　前条第四項の規定により被爆者年金の額が改定されたときは、改定後の額による被爆者年金の支給は、改

定された日の属する月の翌月から始める。

３　被爆者年金は、毎月、それぞれその月の分を支給する。



（被爆者年金を受ける権利の消滅）

第二十三条　被爆者年金を受ける権利は、当該被爆者年金を受ける権利を有する者が死亡した場合又は第二号

受給者に係る被爆者年金を受ける権利を有する者が第二十一条第一項第二号に規定する要件に該当しない

こととなった場合（同項第一号に規定する要件に該当することとなった場合又は同項第三号に規定する要件

に該当する場合を除く。）に、消滅する。

（時効）

第二十四条　被爆者年金を受ける権利は、五年間行わないときは、時効によって消滅する。

（未支給の被爆者年金）

第二十五条　被爆者年金を受ける権利を有する者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき被爆

者年金でまだその者の死亡前に支給していないものがあるときは、その者の配偶者、子、父母、孫、祖父母

又は兄弟姉妹であって、その者の死亡の当時その者と生計を同じくしていたものは、自己の名で、死亡した

者の被爆者年金の支給を請求することができる。

２　未支給の被爆者年金を受けることができる者の順位は、配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹の順



序とし、父母については、養父母を先にし実父母を後にし、祖父母については、養父母の父母を先にし実父

母の父母を後にし、父母の養父母を先にし実父母を後にする。

３　未支給の被爆者年金を受けることができる同順位者が二人以上あるときは、その一人のした請求は、全員

のためその全額にっきしたものとみなし、その一人に対してした支給は、全員に対してしたものとみなす。

（医療手当の支給）

第二十六条　都道府県知事は、第八条第一項の認定を受けた者であって、当該認定に係る負傷又は疾病の状態

にあるものに対し、医療手当を支給する。

２　前項に規定する者は、医療手当の支給を受けようとするときは、同項に規定する要件に該当することにつ

いて、都道府県知事の認定を受けなければならない。

３　医療手当は、月を単位として支給するものとし、その額は、一月につき、八万五千四百円とする。

４　医療手当の支給は、第二項の認定を受けた者が同項の認定の申請をした日の属する月の翌月から始め、第

一項に規定する要件に該当しなくなった日の属する月で終わる。

（介護手当の支給）



第二十七条　都道府県知事は、被爆者であって、厚生省令で定める範囲の精神上又は身体上の障害（原子爆弾

の傷害作用の影響によるものでないことが明らかであるものを除く。以下この条において同じ。）により介

護を要する状態にあり、かつ、介護を受けているものに対し、その介護を受けている期間について、政令で

定めるところにより、介護手当を支給する。ただし、その者（その精神上又は身体上の障害が重度の障害と

して厚生省令で定めるものに該当する者を除く。）が介護者に対し介護に要する費用を支出しないで介護を

受けている期間については、この限りでない。

（葬祭料の支給）

第二十八条　都道府県知事は、被爆者が死亡したときは、葬祭を行う者に対し、政令で定めるところにより、

葬祭料を支給する。ただし、その死亡が原子爆弾の傷害作用の影響によるものでないことが明らかである場

合は、この限りでない。

（被爆者年金額等の自動改定）

第二十九条　被爆者年金及び医療手当（以下この条において「被爆者年金等」という。）については、総務庁

において作成する年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成五年（この項の規定に



よる被爆者年金等の額の改定の措置が講じられたときは、直近の当該措置が講じられた年の前年）の物価指

数を超え、又は下るに至った場合においては、その上昇し、又は低下した比率を基準として、その翌年の四

月以降の当該被爆者年金等の額を改定する。

２　前項の規定による被爆者年金等の額の改定の措置は、政令で定める。

（届出）

第三十条　第二十一条第二項の裁定を受けた者は厚生大臣に対し、第二十六条第二項の認定を受けた者は都道

府県知事に対し、それぞれ、厚生省令で定めるところにより、厚生省令で定める事項を届け出なければなら

ない。

２　厚生大臣は、被爆者年金の支給を受けている者が、正当な理由がなく前項の規定による届出をしないとき

は、その支給を一時停止することができる。

３　都道府県知事は、医療手当の支給を受けている者が、正当な理由がなく第一項の規定による届出をしない

ときは、その支払を一時差し止めることができる。

第五節　特別給付金の支給



（特別給付金の支給）

第三十一条　次の各号のいずれかに該当する者（次条から第三十六条までにおいて「死亡者」という。）の遺

族である者には、特別給付金を支給する。

一　昭和四十四年三月三十一日以前に死亡した第一条各号に掲げる者

二　昭和四十四年四月一日から昭和四十九年九月三十日までの間に死亡した第一条各号に掲げる者（当該死

亡した者の葬祭を行う者が、附則第三条の規定による廃止前の原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する

法律（昭和四十三年法律第五十三号。以下「旧原爆特別措置法」という。）による葬祭料の支給を受け、

又は受けることができた場合における当該死亡した者を除く。）

２　特別給付金の支給を受ける権利の認定は、これを受けようとする者の請求に基づいて、厚生大臣が行う。

３　前項の請求は、厚生省令で定めるところにより、平成九年六月三十日までに行わなければならない。

４　前項の期間内に第二項の請求をしなかった者には、特別給付金は、これを支給しない。

（特別給付金の支給を受けることができる遺族の範囲）

第三十二条　特別給付金の支給を受けることができる遺族の範囲は、死亡者の死亡の当時における配偶者、子、



父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹とする。

２　死亡者の死亡の当時胎児であった子が出生したときは、前項の規定の適用については、その子は、当該死

亡者の死亡の当時における子とみなす。

（特別給付金の支給を受けることができる遺族の順位）

第三十三条　特別給付金の支給を受けることができる遺族の順位は、配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉

妹の順序とし、父母及び祖父母については、死亡者の死亡の当時その者と生計を同じくしていた者を先にし、

同順位の父母については、養父母を先にし実父母を後にし、同順位の祖父母については、養父母の父母を先

にし実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし実父母を後にする。

（特別給付金の額及び記名国債の交付）

第三十四条　特別給付金の額は、死亡者一人につき十万円とし、二年以内に償還すべき記名国債をもって交付

する。

２　前項の規定により交付するため、政府は、必要な金額を限度として国債を発行することができる。

３　前項の規定により発行する国債は、無利子とする。



４　第二項の規定により発行する国債については、政令で定める場合を除き、譲渡、担保権の設定その他の処

分をすることができない。

５　前各項に定めるもののほか、第二項の規定により発行する国債に関し必要な事項は、大蔵省令で定める。

（国債の償還金の支払）

第三十五条　前条第一項に規定する国債の償還金の支払に関する事務は、郵政大臣が取り扱うことができる。

２　前項の規定により郵政大臣が取り扱う事務について必要な事項は、郵政省令で定める。

（準用）

第三十六条　第二十五条第三項の規定は、死亡者に同順位の遺族が二人以上ある場合における特別給付金の請

求若しくはその支給又は第三十四条第一項に規定する国債の記名者が死亡し同順位の相続人が二人以上あ

る場合における当該記名者の死亡前に支払うべきであった同項に規定する国債の償還金の請求若しくはそ

の支払若しくは同項に規定する国債の記名変更の請求若しくはその記名変更について準用する。

第六節　福祉事業

（相談事業）



第三十七条　都道府県は、被爆者の心身の健康に関する相談、被爆者の居宅における日常生活に関する相談そ

の他被爆者の援護に関する相談に応ずる事業を行うことができる。

（居宅生活支援事業）

第三十八条　都道府県は、被爆者の居宅における日常生活を支援するため、次に掲げる事業を行うことができ

る。

一　被爆者であって、精神上又は身体上の障害があるために日常生活を営むのに支障があるものにつき、そ

の者の居宅において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活を営むのに必要な便宜を供与する事業

二　被爆者であって、精神上又は身体上の障害があるために日常生活を営むのに支障があるものを、都道府

県知事が適当と認める施設に通わせ、入浴、食事の提供、機能訓練その他の便宜を供与する事業

三　被爆者であって、その介護を行う者の疾病その他の理由により、居宅において介護を受けることが一時

的に困難となったものを、都道府県知事が適当と認める施設に短期間入所させ、必要な養護を行う事業

（養護事業）

第三十九条　都道府県は、精神上若しくは身体上又は環境上の理由により養護を必要とする被爆者であって、



居宅においてこれを受けることが困難なものを、当該被爆者又はその者を現に養護する者の申出により、都

道府県知事が適当と認める施設に入所させ、必要な養護を行う事業を行うことができる。

第三章　平和祈念事業

第四十条　国は、広島市及び長崎市に投下された原子爆弾による死没者の尊い犠牲を銘記し、かつ、恒久の平

和を祈念するため、原子爆弾の惨禍に関する国民の理解を深め、その体験の後代の国民への継承を図り、及

び原子爆弾による死没者に対する追悼の意を表す事業を行う。

第四章　原子爆弾被爆者援護審議会

（設置及び権限）

第四十一条　厚生大臣の諮問に応じ、被爆者の医療その他の被爆者の援護に関する重要事項を調査審議させる

ため、厚生省に原子爆弾被爆者援護審議会（以下「審議会」という。）を置く。

２　審議会は、被爆者の医療その他の被爆者の援護に関する事項につき、関係行政機関の長に意見を述べるこ

とができる。

（委員）



第四十二条　審議会は、委員二十人以内で組織する。

２　委員は、学識経験のある者のうちから厚生大臣が任命する。

３　委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４　委員は、非常勤とする。

（政令への委任）

第四十三条　この章に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事項は、政令で定める。

第五章　費用

（都道府県の支弁）

第四十四条　次に掲げる費用は、都道府県の支弁とする。

一　医療手当、介護手当及び葬祭料の支給並びにこの法律又はこの法律に基づく命令の規定により都道府県

知事が行う事務の処理に要する費用

二　第三十七条から第三十九条までの規定により都道府県が行う事業に要する費用

（費用の交付等）



第四十五条　国は、政令で定めるところにより、前条の規定により都道府県が支弁する同条第一号に掲げる費

用を当該都道府県に交付する。

２　国は、予算の範囲内において、都道府県に対し、前条の規定により都道府県が支弁する同条第二号に掲げ

る費用の全部又は一部を補助することができる。

第六章　雑則

（放射線影響研究所に対する助成）

第四十六条　国は、原子爆弾の放射能に起因する身体的影響及びこれによる疾病の治療に係る調査研究（以下

この条において「原爆放射能影響調査研究」という。）の推進を図るため、この法律の施行の際現に広島県

に主たる事務所を有する財団法人放射線影響研究所（以下この条において「研究所」という。）に対し、研

究所が行う原爆放射能影響調査研究に必要な助言その他の援助を行うよう努めるものとする。

２　国は、予算の範囲内において、研究所が行う原爆放射能影響調査研究に要する費用の一部を補助すること

ができる。

（譲渡又は担保の禁止）



第四十七条　この法律に基づく給付を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供することができない。

（差押えの禁止）

第四十八条　この法律に基づく給付を受ける権利及び第三十四条第一項に規定する国債は、差し押さえること

ができない。

（非課税）

第四十九条　租税その他の公課は、この法律に基づく給付として支給を受けた金品を標準として、課すること

ができない。

２　特別給付金に関する書類及び第三十四条第一項に規定する国債を担保とする金銭の貸借に関する書類に

は、印紙税を課さない。

（不正利得の徴収）

第五十条　偽りその他不正の手段によりこの法律に基づく給付を受けた者がある場合は、厚生大臣（当該給付

が都道府県知事により行われた場合にあっては、都道府県知事）は、国税徴収の例により、その者から、当

該給付の価額の全部又は一部を徴収することができる。



２　前項の規定による徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。

（戸籍事項の無料証明）

第五十一条　市町村長（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市

においては、区長とする。）は、第二十一条第一項若しくは第二十六条第一項に規定する者又は第三十一条

第一項に規定する遺族である者に対し、当該市町村の条例の定めるところにより、これらの者の戸籍に関し、

無料で証明を行うことができる。

（広島市及び長崎市に関する特例）

第五十二条　この法律の規定（第五十四条を除く。）中「都道府県知事」又は「都道府県」とあるのは、広島

市又は長崎市については、「市長」又は「市」と読み替えるものとする。

（再審査請求）

第五十三条　広島市又は長崎市の長が行う被爆者援護手帳の交付又は医療手当、介護手当若しくは葬祭料の支

給に関する処分についての審査請求の裁決に不服がある者は、厚生大臣に対して再審査請求をすることがで

きる。



（権限の委任）

第五十四条　この法律に定める厚生大臣の権限の一部又は権限に属する事務であって政令で定めるものは、政

令で定めるところにより、都道府県知事並びに広島市長及び長崎市長に委任することができる。

（省令への委任）

第五十五条　この法律に特別の規定があるものを除くほか、この法律の実施のための手続その他その執行につ

いて必要な細則は、厚生省令で定める。

（罰則）

第五十六条　第四条に規定する健康診断、第六条に規定する指導又は第三十七条に規定する事業の実施の事務

に従事した者が、その職務に関して知り得た人の秘密を正当な理由がなく漏らしたときは、一年以下の懲役

又は三十万円以下の罰金に処する。

第五十七条　第七条第二項各号に掲げる医療を行った者又はこれを使用する者が、第十四条第三項（第十八条

において準用する場合を含む。）の規定により報告若しくは診療録若しくは帳簿書類その他の物件の提示を

命ぜられて、正当な理由がなくこれに従わず、若しくは虚偽の報告をし、又は第十四条第三項の規定による



当該職員の質問に対して正当な理由がなく答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、十万円以下の過料

に処する。

附　則

（施行期日）

第一条　この法律は、平成七年七月一日から施行する。

（国債の発行の日）

第二条　第三十四条第二項に規定する国債の発行の日は、平成七年八月一日とする。

（原子爆弾被爆者の医療等に関する法律等の廃止）

第三条　次に掲げる法律は、廃止する。

一　原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）

二　原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律

（原子爆弾被爆者の医療等に関する法律の廃止に伴う経過措置）

第四条　この法律の施行の際現に前条の規定による廃止前の原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（以下「旧



原爆医療法」という。）第三条第一項の規定による被爆者健康手帳の交付の申請をしている者に係る当該申

請は、第二条第一項の規定による被爆者援護手帳の交付の申請とみなす。

２　この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前に旧原爆医療法第三条第二項の規定により交付された

被爆者健康手帳は、第二条第二項の規定により交付された被爆者援護手帳とみなす。

第五条　旧原爆医療法第四条の規定により行った健康診断に関する記録の作成及び当該記録の保存について

は、なお従前の例による。

第六条　施行日前に行われた旧原爆医療法第七条第一項に規定する医療の給付については、なお従前の例によ

る。

第七条　この法律の施行の際現に旧原爆医療法第七条第三項に規定する指定医療機関であるもの又は旧原爆

医療法第十四条の二第一項に規定する被爆者一般疾病医療機関であるものについては、第七条第三項に規定

する指定医療機関又は第十五条第一項に規定する被爆者一般疾病医療機関とみなす。

第八条　この法律の施行の際現に旧原爆医療法第八条第一項の認定を受けている者は、当該認定に係る負傷又

は疾病について第八条第一項の認定を受けた者とみなす。



第九条　施行日前に行われた医療に係る旧原爆医療法第十四条第一項に規定する医療費又は旧原爆医療法第

十四条の二第一項に規定する一般疾病医療費の支給については、なお従前の例による。

第十条　この法律の施行の際現に旧原爆医療法第十六条第二項の規定により任命された委員である者は、第四

十二条第二項の規定により任命された委員とみなす。

２　前項の委員の任期は、旧原爆医療法第十六条第二項の規定により任命された日から、起算する。

（原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律の廃止に伴う経過措置）

第十一条　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第二条第二項又は第三条第二項の認定を受けている者

（旧原爆特別措置法第四条の二第二項の認定を受けている者及び旧原爆特別措置法第七条第二項の規定に

より医療特別手当又は特別手当の支払を一時差し止められている者を除く。）は、第二十一条第二項の第一

号受給者に係る被爆者年金を受ける権利の裁定を受けた者とみなす。

２　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第五条第二項又は第五条の二第二項の認定を受けている者（旧

原爆特別措置法第五条の二第三項ただし書の認定を受けている者及び旧原爆特別措置法第七条第二項の規

定により健康管理手当又は保健手当の支払を一時差し止められている者を除く。）は、それぞれ、第二十一



条第二項の第二号受給者又は第三号受給者に係る被爆者年金を受ける権利の裁定を受けた者とみなす。

３　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第四条の二第二項の認定を受けている者（旧原爆特別措置法第

七条第二項の規定により原子爆弾小頭症手当の支払を一時差し止められている者を除く。）は、第二十一条

第二項の同条第三項第一号に規定する被爆者年金の額の加算に係る要件に該当する第一号受給者に係る被

爆者年金を受ける権利の裁定を受けた者とみなす。

４　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第五条の二第三項ただし書の認定を受けている者（旧原爆特別

措置法第七条第二項の規定により保健手当の支払を差し止められている者を除く。）は、第二十一条第二項

の同条第三項第三号に規定する被爆者年金の額の加算に係る要件に該当する第三号受給者に係る被爆者年

金を受ける権利の裁定を受けた者とみなす。

５　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第二条第二項の認定を受けている者（旧原爆特別措置法第七条

第二項の規定により医療特別手当の支払を一時差し止められている者を除く。）は、第二十六条第二項の認

定を受けたものとみなす。

６　前項の規定により第二十六条第二項の認定を受けた者とみなされた者に対するこの法律による医療手当



の支給は、同条第四項の規定にかかわらず、平成七年七月から始める。

第十二条　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第二条第二項又は第三条第二項の認定の申請をしてい

る者に係る当該申請は、第二十一条第二項の第一号受給者に係る被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみ

なす。

２　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第五条第二項又は第五条の二第二項の認定の申請をしている

者に係る当該申請は、それぞれ、第二十一条第二項の第二号受給者又は第三号受給者に係る被爆者年金を受

ける権利の裁定の請求とみなす。

３　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第四条の二第二項の認定の申請をしている者に係る当該申請

は、第二十一条第二項の同条第三項第一号に規定する被爆者年金の額の加算に係る要件に該当する第一号受

給者に係る被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなす。

４　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第五条の二第三項ただし書の認定の申請をしている者に係る

当該申請は、第二十一条第二項の同条第三項第三号に規定する被爆者年金の額の加算に係る要件に該当する

第三号受給者に係る被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなす。



５　第一項の規定により被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により第二十一条第二項の

裁定を受けた者（第三項の規定により被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により同条第

二項の裁定を受けた者（以下この項において「原子爆弾小頭症加算適用者」という。）を除く。）に係る平

成七年六月以前の月分の被爆者年金は旧原爆特別措置法による特別手当と、第一項及び第三項の規定により

被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により同条第二項の裁定を受けた者のうち原子爆

弾小頭症加算適用者に係る平成七年六月以前の月分の被爆者年金は旧原爆特別措置法による特別手当及び

原子爆弾小頭症手当と、第三項の規定により被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により

同条第二項の裁定を受けた者に係る平成七年六月以前の月分の被爆者年金（同条第三項第一号に規定する被

爆者年金の額の加算に係る部分に限る。）は旧原爆特別措置法による原子爆弾小頭症手当とみなす。

６　第二項の規定により第二号受給者に係る被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により

第二十一条第二項の裁定を受けた者に係る平成七年六月以前の月分の被爆者年金は、旧原爆特別措置法によ

る健康管理手当とみなす。

７　第二項の規定により第三号受給者に係る被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により



第二十一条第二項の裁定を受けた者(第四項の規定により被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされ

た請求により同条第二項の裁定を受けた者（次項において「保健手当加算適用者」という。）を除く。)に

係る平成七年六月以前の月分の被爆者年金は、旧原爆特別措置法による保健手当とみなす。

８　第二項及び第四項の規定により被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により第二十一

条第二項の裁定を受けた者のうち保健手当加算適用者に係る平成七年六月以前の月分の被爆者年金は、旧原

爆特別措置法による保健手当とみなし、当該保健手当の額は、旧原爆特別措置法第五条の二第三項ただし書

に規定する額とする。

９　第四項の規定により被爆者年金を受ける権利の裁定の請求とみなされた請求により第二十一条第二項の

裁定を受けた者に係る平成七年六月以前の月分の被爆者年金（同条第三項第三号に規定する被爆者年金の額

の加算に係る部分に限る。）は、旧原爆特別措置法による保健手当とみなし、当該保健手当の額は、旧原爆

特別措置法第五条の二第三項ただし書に規定する額から同項本文に規定する額を控除して得た額に相当す

る額とする。

10　この法律の施行の際現に旧原爆特別措置法第二条第二項の認定の申請をしている者に係る当該申請は、第



二十六条第二項の認定の申請とみなす。

11　前項の規定により第二十六条第二項の認定の申請とみなされた申請により同項の認定を受けた者に係る平

成七年六月以前の月分の医療手当は、旧原爆特別措置法による医療特別手当とみなし、当該医療特別手当の

額は、旧原爆特別措置法第二条第三項に規定する額から旧原爆特別措置法第三条第三項に規定する額を控除

して得た額に相当する額とする。

第十三条　第二十一条第二項の規定により被爆者年金を受ける権利（この法律の施行後に支給事由が生じたも

のを除く。）の裁定を受けた者（附則第十一条第一項から第四項までの規定により裁定を受けた者とみなさ

れた者を含む。）に対する被爆者年金の支給は、第二十二条第一項の規定にかかわらず、平成七年七月から

始める。

第十四条　平成七年六月以前の月分の旧原爆特別措置法による医療特別手当、特別手当、原子爆弾小頭症手当、

健康管理手当及び保健手当の支給については、附則第十二条第八項、第九項又は第十一項の規定を適用する

場合を除き、なお従前の例による。

第十五条　この法律の施行前に旧原爆特別措置法第七条第一項の規定によりされた届出は、第三十条第一項の



規定によりされた届出とみなす。

第十六条　施行日前に受けた介護に係る旧原爆特別措置法第八条に規定する介護手当の支給については、なお

従前の例による。

第十七条　施行日前に死亡した者に係る旧原爆特別措置法第九条の二に規定する葬祭料の支給については、な

お従前の例による。

（健康診断の特例）

第十八条　原子爆弾が投下された際第一条第一号に規定する区域に隣接する政令で定める区域内に在った者

又はその当時その者の胎児であった者は、当分の間、第四条の規定の適用については、被爆者とみなす。

２　厚生大臣は、速やかに、前項に規定する者の状況について調査しなければならない。

（罰則に関する経過措置）

第十九条　この法律の施行前にした行為及びこの法律の附則において従前の例によることとされる場合にお

けるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

２　旧原爆医療法第四条に規定する健康診断及び旧原爆医療法第六条に規定する指導の実施の事務に従事し



た者がその職務に関して知り得た人の秘密をこの法律の施行後に漏らした場合においては、第四条に規定す

る健康診断及び第六条に規定する指導の実施の事務に従事した者がその職務に関して知り得た人の秘密を

漏らしたものとみなして、第五十六条の規定を適用する。

（その他の経過措置の政令への委任）

第二十条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。

（老人保健法の一部改正）

第二十一条　老人保健法の一部を次のように改正する。

第四十九条中「十分の二」の下に「（原子爆弾被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）第十五条第一項

に規定する一般疾病医療費の支給の対象となる負傷又は疾病に係る医療等に要する費用については、その十

分の三）」を加え、「十二分の四」の下に「（同項に規定する一般疾病医療費の支給の対象となる負傷又は

疾病に係る老人保健施設療養費等に要する費用については、その十二分の六）」を加える。

第五十条中「）に要する費用」の下に「（原子爆弾被爆者援護法第十五条第一項に規定する一般疾病医療

費の支給の対象となる負傷又は疾病に係る医療等に要する費用を除く。）」を加え、「老人保健施設療養費



等に要する費用」の下に「（同項に規定する一般疾病医療費の支給の対象となる負傷又は疾病に係る老人保

健施設療養費等に要する費用を除く。）」を加える。

第五十二条中「十分の二」の下に「（原子爆弾被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）第十五条第一項

に規定する一般疾病医療費の支給の対象となる負傷又は疾病に係る医療等に要する費用については、その十

分の三）」を加え、「十二分の四」の下に「（同項に規定する一般疾病医療費の支給の対象となる負傷又は

疾病に係る老人保健施設療養費等に要する費用については、その十二分の六）」を加える。

（地方財政法の一部改正）

第二十二条　地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）の一部を次のように改正する。

第十条中第八号の四を削り、第八号の五を第八号の四とし、第八号の六を第八号の五とする。

（社会保険診療報酬支払基金法の一部改正）

第二十三条　社会保険診療報酬支払基金法の一部を次のように改正する。

第十三条第二項中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）第十二条第三

項若しくは第十四条の四第一項」を「原子爆弾被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）第十二条第三項若



しくは第十七条第一項」に、「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律第十二条第四項若しくは第十四条の四

第二項」を「原子爆弾被爆者援護法第十二条第四項若しくは第十七条第二項」に改める。

（国民健康保険法の一部改正）

第二十四条　国民健康保険法の一部を次のように改正する。

第九条第三項中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）」を「原子爆弾

被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）」に改める。

（租税特別措置法の一部改正）

第二十五条　租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正する。

第二十六条第二項第一号中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）」を

「原子爆弾被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）」に改める。

（租税特別措置法の一部改正に伴う経過措置）

第二十六条　施行日前に行われた前条の規定による改正前の租税特別措置法第二十六条第一項に規定する社

会保険診療については、なお従前の例による。



（消費税法の一部改正）

第二十七条　消費税法（昭和六十三年法律第百八号）の一部を次のように改正する。

別表第一第六号ハ中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）」を「原子

爆弾被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）」に改める。

（地方税法の一部改正）

第二十八条　地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の一部を次のように改正する。

第七十二条の十四第一項中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）」を

「原子爆弾被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）」に改める。

第七十二条の十七第一項中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律」を「原子爆弾被爆者援護法」に改め

る。

（地方税法の一部改正に伴う経過措置）

第二十九条　法人の事業税の課税標準の算定に当たっての旧原爆医療法の規定に基づく医療の給付につき支

払を受けた金額の益金の額への算入及び当該給付に係る経費の損金の額への算入については、なお従前の例



による。

２　個人の事業税の課税標準の算定に当たっての前項の医療の給付につき支払を受けた金額の総収入金額へ

の算入及び当該給付に係る経費の必要な経費への算入については、なお従前の例による。

（地方自治法の一部改正）

第三十条　地方自治法の一部を次のように改正する。

別表第三第一号（十の二）中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）」

を「原子爆弾被爆者援護法（平成六年法律第　　　号）」に、「被爆者健康手帳」を「被爆者援護手帳」に

改め、「並びに」を削り、「質問させる」を「質問させ、並びに被爆者等に対して医療手当等を支給する」

に改める。

別表第三第一号（十の三）を削る。

（厚生省設置法の一部改正）

第三十一条  厚生省設置法（昭和二十四年法律第百五十一号）の一部を次のように改正する。

第五条第十五号中「、原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和三十二年法律第四十一号）」及び「、



原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律（昭和四十三年法律第五十三号）」を削り、「及び老人保健

法（昭和五十七年法律第八十号）」を「、老人保健法（昭和五十七年法律第八十号）及び原子爆弾被爆者援

護法（平成六年法律第　　　号）」に改める。

第六条第三号中「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律」を「原子爆弾被爆者援護法」に改め、「並びに」

を削り、「定めること」を「定め、並びに被爆者年金を受ける権利を裁定し、及び被爆者年金の額を改定す

ること」に改める。



理　由

国家補償的配慮に基づき、原子爆弾の投下の結果として生じた放射能に起因する健康被害が他の戦争被害と

は異なる特殊の被害であることにかんがみ、高齢化の進行している被爆者に対する保健、医療及び福祉にわた

る総合的な援護対策を講ずるとともに、原子爆弾による死没者の尊い犠牲を銘記するための事業を行う必要が

ある。これが、この法律案を提出する理由である。



この法律の施行に要する経費

この法律の施行に要する経費は、平成七年度において約千七百億円の見込みである。


